別紙

幼保連携型認定こども園設置の認可の申請等手続要領
	（凡例）

　法　：就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

　　　　（平成18年法律第77号）

　令　：就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行令

　　　　（平成26年政令第203号）

　規則：就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則

　　　　（平成26年文部科学省令第２号）
　省令：幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準

　　　　（平成26年文部科学省令第１号）

　条例：幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例

　　　　（平成26年愛知県条例第58号）
　細則：認定こども園の認定及び認可に関する規則

　　　　（平成18年愛知県規則第94号）
　既存幼稚園：就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部改正法の施行日の前日において設置されている幼稚園

　既存保育所：就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部改正法の施行日の前日において設置されている保育所


第１　幼保連携型認定こども園の設置の認可基準について（法第17条第２項、省令、条例等）
幼保連携型認定こども園の設置の認可を受けようとする者は、次の１から９のすべての要件を満たすことが必要であること。

１　設置者に関する認定基準（私立学校法第25条、社会福祉法第25条）

幼保連携型認定こども園の設置者は、幼保連携型認定こども園を経営するために必要な財産があること。
必要な財産があるとは、次の(1)及び(2)を満たすものをいう。
(1)　施設の使用権

原則として、幼保連携型認定こども園の経営を行うために直接必要なすべての物件について所有権を有しているか、又は国若しくは地方公共団体から貸与若しくは使用許可を受けていること。

ただし、次の要件を満たす場合は、国又は地方公共団体以外の者から貸与を受けていても差し支えないこと。
ア　原則として、地上権又は賃借権を設定し、かつこれを登記すること。
ただし、次のいずれかに該当する場合などのように、安定的な事業の継続性の確保が図られると判断できる場合は、地上権又は賃借権の登記は行わなくても差し支えないこと。
①　建物の賃貸借期間が賃貸借契約において１０年以上とされている場合
②　貸主が地方住宅公社若しくはこれに準ずる法人、又は、地域における基幹的交通事業者等の信用力の高い主体である場合
イ　賃借料が、地域の水準に照らして適正な額以下であること。

ウ　賃借料の財源について、安定的に賃借料を支払い得る財源が確保されていること。

エ　賃借料及びその財源が収支予算書に適正に計上されていること。
(2)　運営資金

幼保連携型認定こども園の年間事業費の１２分の１以上に相当する資金を有していること。
２　園児の教育及び保育に直接従事する職員の数等に関する認可基準（省令第４条、第５条）
次の(1)から(3)を満たす職員配置をすること。

(1)　園児の年齢と数に応じた配置 

次に掲げる園児の年齢と数に応じた数の教育及び保育に直接従事する職員を置くこと。
ア　満１歳未満の園児おおむね３人につき1人以上

イ　満１歳以上満３歳未満の園児おおむね６人につき1人以上

ウ　満３歳以上満４歳未満の園児おおむね２０人につき１人以上
エ　満４歳以上の園児おおむね３０人につき１人以上

なお、必要配置数の算定は、次の算定方法によること。

子どもの数を配置基準で除して小数点第１位まで求め（小数点第２位以下切捨て）、各々を合計した後に小数点以下を四捨五入する。

必要配置数＝（０歳児×1/3）+（（1歳児+２歳児）×1/6）+（３歳児×1/20）

+（（４歳及び５歳児）×1/30）

(2)　常時２人以上の配置

幼保連携型認定こども園の園児の教育及び保育に直接従事する職員は、常時２人以上配置する。

(3)　専任保育教諭等の配置

満３歳以上の園児について、教育課程に基づく教育が適正に行われるように、原則として、学年の初めの日の前日において同じ年齢の園児で、学年進行上無理のないようにその数が３５人以下となるように学級を編制し、学級ごとに担当する専任の主幹保育教諭、指導保育教諭又は保育教諭を１人以上置くこと。

３　園児の教育及び保育に直接従事する職員の資格に関する認可基準（法第15条及び附則第５条）

(1)　幼保連携型認定こども園の園児の教育及び保育に直接従事する職員
幼稚園の教諭の普通免許状を有し、かつ、保育士の登録を受けたものである　こと。
(2)　経過措置

法の施行の日から10年間（令和６年度末まで）は、幼稚園の教諭の普通免許状を有する者又は保育士の登録を受けた者は、園児の教育及び保育に直接従事する職員となることができる。
４　園児の教育及び保育に直接従事する職員以外の職員に関する認可基準（法第27条、省令第５条第４項、第５項）

　３の職員のほか、以下の職員を配置すること。

　ア　園医

　イ　園歯科医
　ウ　園薬剤師

　エ　調理員（調理業務の全部を委託する幼保連携型認定こども園にあっては不要）

　オ　副園長又は教頭（置かないこともできる。）

　カ　主幹養護教諭、養護教諭又は養護助教諭（置かないこともできる。）

　キ　事務職員（置かないこともできる。）

５　園舎その他設備の規模等に関する認可基準（省令第６条、第７条、附則第４条）
　　　　幼保連携型認定こども園の園舎及び園庭に関する認可基準は、次のとおりであること。
(1)　園舎等の場所

幼保連携型認定こども園の園舎及び園庭は、同一の敷地内又は隣接する位置にあること。
(2)　園舎

　ア　階数

　　　園舎は２階建以下、かつ、乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室又は便所（以下「保育室等」という。）は１階に設けることを原則とする。

　　　ただし、耐火建築物で避難用設備及び園児が出入りし、又は通行する場所に、園児の転落防止設備が設けられている場合（既存幼稚園については、耐火建築物で、園児の退避上必要な設備を備えている場合、既存保育所については、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を満たす場合）は２階に、避難用設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、保育室等の各部分からその一に至る歩行距離が３０ｍ以下となるように設けられていること、調理室の外部への延焼防止措置等が講じられていること、幼保連携型認定こども園の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材でしていること、園児が出入りし、又は通行する場所に、園児の転落防止設備が設けられていること、非常警報設備等及び消防機関への火災を通報する設備が設けられていること及び幼保連携型認定こども園のカーテン等で可燃性のものについて防炎処理が施されている場合は３階に保育室等を設けることができる。
　　　この場合においても、３階以上の階に設けられる保育室等は、原則として、満３歳未満の園児の保育の用に供するものでなければならない。
イ　面積

幼保連携型認定こども園の園舎の面積は、次に掲げる面積を合算した面積以上であること。
①　学級数に応じて定める面積

	学級数
	面　積

	１学級
	１８０平方メートル

	２学級以上
	３２０＋１００×（学級数－２）平方メートル


②　３．３㎡に満２歳未満の園児の数を乗じて得た面積

③　１．９８㎡に満２歳の園児の数を乗じて得た面積
ただし、既存保育所の場合は①は１．９８㎡に満３歳以上の園児の数を乗じて得た面積とすることができる。
(3)　園庭

ア　面積

次に掲げる面積を合算した面積以上の園庭が設けられていること。

①　次に掲げる面積のうちいずれか大きい面積
（ア）下欄に定める面積
	学級数
	面　積

	２学級以下
	３３０＋３０×（学級数－１）平方メートル

	３学級以上
	４００＋８０×（学級数－３）平方メートル



　　　　　（イ）３．３平方メートルに満３歳以上の園児数を乗じて得た面積

②　３．３平方メートルに満２歳以上満３歳未満の園児数を乗じて得た面積
ただし、既存幼稚園の場合は、①は（ア）とすることができ、既存保育所の場合は、①は（イ）とすることができる。
イ　場所の特例

既存幼稚園又は既存保育所が、上記①を満たし、満３歳以上の園児の教育及び保育に支障がない場合であって、次の（ア）から（エ）を満たす場所が確保されている場合に限り、園庭が同一の敷地内又は隣接する敷地内でなくてもよいこと。

（ア）園児が安全に移動できる場所であること。
（イ）園児が安全に利用できる場所であること。

（ウ）園児が日常的に利用できる場所であること。

（エ）教育及び保育の適切な提供が可能な場所であること。
※　平成２６年１１月２８日付け府政共生第１１０４号、２６文科初第８９１号及　び雇児発１１２８第２号内閣府政策統括官（共生社会政策担当）、文部科学省初等中等教育局長、厚生労働大臣雇用均等・児童家庭局長連名通知「幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準の運用上の取扱いについて」３（１）のなお書き以下は適用しないこと。（平成２６年１２月９日付け２６子支第９３６号愛知県健康福祉部長通知「幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準の運用上の取扱いについて」）
　
(4)　職員室及び保健室

職員室及び保健室が設けられていること。

なお、職員室と保健室とは兼用することができる。
(5)　乳児室又はほふく室

乳児室又はほふく室が設けられていること。

３．３㎡に満２歳未満の園児の数を乗じた面積以上とすること。
※保有面積は原則有効面積であること。
 (6)　保育室及び遊戯室

保育室及び遊戯室を設けられていること。
保育室（満３歳以上の園児に係るものに限る。）の数は、学級数を下まわってはならない。
なお、保育室と遊戯室とは兼用することができる。
１．９８㎡に満２歳以上の園児の数を乗じた面積とすること。ただし、既存幼稚園はこの限りではない。
※保有面積は原則有効面積であること。
(7)　調理室

調理室が設けられていること。
ただし、後記６(８)のただし書きにより、満３歳以上の園児に幼保連携型認定こども園の外で調理された食事の提供を行う場合（満３歳未満の園児の保育を行わない場合に限る。）又は園児に対する食事の提供について、幼保連携型認定こども園内で調理する方法により行う園児数が２０人に満たない場合は、調理室が設けられていなくてもよいこと。
なお、この場合であっても、幼保連携型認定こども園において必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備が設ける必要があること。

(8)　便所

便所が設けられていること。

(9)　飲料水用設備、手洗用設備及び足洗用設備

飲料水用設備、手洗用設備及び足洗用設備が設けられていること。

飲料水用設備は、手洗用設備又は足洗用設備と区別して設けること。

６　運営に関する認可基準（法第13条第１項、第14条第１項、規則第12条、省令関係）
　次の(1)から(9)を満たすこと。

(1)　幼保連携型認定こども園の園長

幼保連携型認定こども園に一人の園長を置くこととし、その者は、教諭の専修免許状又は一種免許状を有し、かつ、保育士の登録を受けており、及び、教育施設又は児童福祉施設の職員等の職に５年以上あること又は幼保連携型認定こども園を適切に管理及び運営する能力を有する者であって、上記の者と同等の資質を有すると認めるものとすること。
(2)　教育及び保育を行う期間及び時間

幼保連携型認定こども園における教育及び保育を行う期間及び時間は、次に掲げる要件を満たすこと。

ア　毎学年の教育週数は、特別の事情のある場合を除き、３９週以上とすること。

イ　教育時間は、４時間とし、園児の心身の発達の程度、季節等に適切に配慮すること。
　　　　ウ　保育を必要とする子どもに該当する園児に対する教育及び保育の時間（満３歳以上の保育を必要とする子どもに該当する園児については、教育時間を含む。）は、１日につき８時間を原則とすること。
上記アからウは、その地方における園児の保護者の労働時間その他家庭の状況等を考慮して、園長がこれを定めること。
 (3)　 健康及び安全の確保

次に掲げる子どもの健康及び安全を確保する体制が整備されていること。

　　　　ア　園児の健康診断を毎年度２回実施すること。

イ　毎学期一回以上、園児が通常使用する施設及び設備の異常の有無について系統的に安全点検を行うこと。

ウ　毎学年定期に環境衛生検査を行うこと。

エ　震災、風水害、火災その他の非常災害時に園児の安全を確保するために講ずべき必要な措置に関する具体的な計画を立てること。

オ　避難及び消火訓練を毎月１回以上行うこと。
(4)　 自動車の運行の見落とし防止及び通園用の自動車への見落としを防止する装置
の装備
ア　子どもの通園、園外における学習のための移動その他の子どもの移動のために自動車を運行するときは、子どもの乗車及び降車の際に、点呼その他の子どもの所在を確実に把握する事ができる方法により、子どもの所在を確認すること。
イ　 通園を目的とした自動車（運行車席及びこれと並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に子どもの見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の子どもの見落としを防止する装置（以下、「ブザー等」という。）を備え、これを用いて６(4)アの所在の確認（子どもの自動車からの降車の際に限る。）を行うこと。ただし、当該自動車を運行する場合であって、当該自動車にブザー等を備えることにつき困難な事情があるときは、令和６年３月３１日までの間、当該自動車にブザー等を備えて条例第１０条第８号に定める子どもの所在の確認を行うことを要しない。この場合において、ブザー等の設置及び使用に代わる措置を講じて子どもの所在の確認を行わなければならない。
(5)　 保険等への加入

事故等により園児に危険又は危害が現に生じた場合において、適切な保険や共済制度に加入するなど、適切に対処することができるよう努める必要があること。

(6)　運営状況の評価体制
　　　　　次のア～ウに努めること。

ア　幼保連携型認定こども園における教育及び保育並びに子育て支援事業の状況その他の運営の状況について、自ら評価を行い、その結果を公表すること。

イ　前記アによる評価の結果を踏まえた当該幼保連携型認定こども園の園児の保護者その他の当該幼保連携型認定こども園の関係者による評価を行い、その結果を公表すること。

ウ　幼保連携型認定こども園における教育及び保育並びに子育て支援事業の状況その他の運営の状況について、定期的に外部の者による評価を受けて、その結果を公表すること。

(7)　情報の提供

幼保連携型認定こども園は、教育及び保育並びに子育て支援事業の状況その他の当該幼保連携型認定こども園の運営の状況に関する情報を積極的に提供すること。
(8)　苦情対応

幼保連携型認定こども園は、その行った教育及び保育並びに子育ての支援に関する園児又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。
また、その行った教育及び保育並びに子育ての支援について、都道府県又は市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。
(9)　食事の提供

幼保連携型認定こども園における園児に対する食事の提供が、調理室において調理して行われるものであること。

ただし、満３歳以上の園児に対する食事の提供については、次のアからオの要件を満たす場合には、当該幼保連携型認定こども園の外で調理されたものを搬入することができること。
ア　幼保連携型認定こども園の体制

園児に対する食事の提供の責任が当該施設にあり、その管理者が、衛生面、栄養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者との契約内容が確保されていること。
イ　栄養士による配慮
当該幼保連携型認定こども園又は他の施設、保健所、市町村等の栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士による必要な配慮が行われること。
ウ　調理業務の受託者の要件

調理業務の受託者は、当該幼保連携型認定こども園における給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者であること。
エ　食事の提供体制

園児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、園児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができること。
オ　食育計画に基づく提供

園児の発育及び発達の過程に応じて食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよう努めること。
７　教育及び保育の内容に関する認可基準（法第２条第７項、第９条関係）
幼保連携型認定こども園は、義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとしての満３歳以上の子どもに対する教育並びに保育を必要とする子どもに対する保育を一体的に行い、これらの子どもの健やかな成長が図られるよう適当な環境を与えて、その心身の発達を助長するとともに、保護者に対する子育ての支援を行うことの目的を実現するため、その教育及び保育の内容については、「幼保連携型認定こども園教育保育要領（平成２９年３月３１日内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第１号）」を踏まえること。
８　子育て支援事業に関する認可基準（省令第10条関係）
(1)　子育て支援事業

子育て支援事業とは、次の事業をいう。（法第２条第１２項及び規則第２条）
(ア)　地域の子ども及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設する等により、当該子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

(イ)　地域の家庭において、当該家庭の子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

(ウ)　保護者の疾病その他の理由により、家庭において保育されることが一時的に困難となった地域の子どもにつき、認定こども園又はその居宅において保育を行う事業

(エ)　地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希望する保護者と当該援助を行うことを希望する民間の団体又は個人との連絡及び調整を行う事業

(オ)　地域の子どもの養育に関する援助を行う民間の団体又は個人に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業
 (2)　留意事項
ア　地域における教育及び保育に対する需要に照らし当該地域において実施することが必要と認められるものを、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で行うものとする。
イ　前記アの実施には、地域の人材や社会資源の活用を図るよう努めるものとする。
９　職員の資質の向上に関する認可基準（省令第13条で準用する児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第７条の２関係）

幼保連携型認定こども園の職員は、常に自己研鑽に励み、施設の目的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。
幼保連携型認定こども園は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。
第２　設置の認可の申請（細則第１１条関係）
法第17条第１項に規定する設置の認可の申請は、次のとおり行うこと。

１　申請書類
幼保連携型認定こども園設置　　　　　（様式第５）

（添付書類）

（１）　設置者に関する書類（別記様式例第１号）

（２）　園児の教育及び保育に直接従事する職員の数及び配置に関する書類（別記様式例第２号）
（３）　園児の教育及び保育に直接従事する職員の資格に関する書類（別記様式例第３号）
（４）　園児の教育及び保育に直接従事する職員以外の職員に関する書類（別記様式例第４号）
（５）　園地、園舎その他設備の規模及び構造並びにその図面に関する書類（別記様式例第５号）
（６）　幼保連携型認定こども園の運営に関する規程及び運営に関する書類（別記様式例第６号）
（７）　教育及び保育の内容に関する書類（別記様式例第７号）

　　（８）　子育て支援事業に関する書類（別記様式例第８号）

　　（９）　職員の資質の向上に関する書類（別記様式例第９号）

　　（10）　経費の見積もり及び維持方法に関する書類（別記様式例第10号）

　　（11）　その他知事が必要と認める書類
２　申請期限

(1)　事前承認申請

　　　施設整備を伴う幼保連携型認定こども園の設置の認可の申請をしようとする場合は、工事着工予定日の３月前までに、施設の予定所在地の市町村を経由して、愛知県福祉局子育て支援課へ「幼保連携型認定こども園設置認可事前承認申請書（事前承認申請書様式）」を提出し、設備基準について承認を受けた後に工事着工すること。

　　　なお、市町村は、事前承認申請書を提出するに際し、申請内容について、市町村子ども・子育て支援事業支援計画との整合性についての意見書（意見書様式）を添付すること。
(2)　設置認可申請

　　　幼保連携型認定こども園の設置の認可を受けようとする場合は、事業開始予定日の６月前までに、施設の予定所在地の市町村を経由して、愛知県福祉局子育て支援課へ幼保連携型認定こども園設置認可申請書を提出すること。
３　提出部数

２部（正１部、副１部：市町村用）

第３　廃止又は休止の認可の申請（細則第１２条関係）
法第17条第１項に規定する廃止又は休止の申請は、次のとおり行うこと。

１　申請書類

幼保連携型認定こども園廃止・休止　　　　　(様式第６)
２　申請期限

施設の所在地の市町村を経由して廃止又は休止予定日の６月前までに愛知県福祉局子育て支援課提出すること。
３　提出部数
２部（正１部、副１部：市町村用）

第４　設置者の変更の認可の申請（細則第１３条関係）
法第17条第１項に規定する設置者の変更の認可の申請は、次のとおり行うこと。

１　申請書類

幼保連携型認定こども園設置者変更　　　　　(様式第７)
２　申請期限

施設の所在地の市町村を経由して設置者の変更予定日の６月前までに愛知県福祉局子育て支援課へ提出すること。
３　提出部数
２部（正１部、副１部：市町村用）
第５　目的等の変更届出（細則第１４条関係）
規則第15条第２項の届出は、次のとおり行うこと。

１　届出書類

幼保連携型認定こども園目的等変更届(様式第８)
（添付書類）

　別記様式例第１号から第10号のうち変更に係るものの変更前及び変更後
２　届出を要する事項

①　目的
②　名称

③　所在地

④　園地、園舎その他設備の規模及び構造
⑤　園則

　　　ⅰ　学年、学期、教育又は保育を行う日時数、教育又は保育を行わない日及び開園している時間に関する事項
ⅱ　教育課程その他の教育及び保育の内容に関する事項
ⅲ　保護者に対する子育ての支援の内容に関する事項
ⅳ　利用定員及び職員組織に関する事項
ⅴ　入園、退園、転園、休園及び卒園に関する事項
ⅵ　保育料その他の費用徴収に関する事項
ⅶ　その他施設の管理についての重要事項
　　⑥　開設の時期
３　届出期限

施設の所在地の市町村を経由して変更予定日の３０日前までに愛知県福祉局子育て支援課へ提出すること。
なお、市町村は、変更届を提出する際、変更内容に前記⑤ⅵのうち利用定員に関する事項がある場合は、意見書（意見書様式）を添付すること。
４　提出部数
２部（正１部、副１部：市町村用）

第６　園長の選任の届出（細則第１６条関係）
法第26条で準用する学校教育法第10条の規定による園長の届出は、次のとおり行うこと。

１　届出書類

幼保連携型認定こども園園長選任届(様式第10)
２　届出期限

施設の所在地の市町村を経由して園長を定めた日後速やかに愛知県福祉局子育て支援課へ提出すること。
３　提出部数
２部（正１部、副１部：市町村用）

◎　その他

　　本手続きは、学校法人又は社会福祉法人の申請手続き等を定めたものであるが、市町村立幼保連携型認定こども園に関する届出についても本手続きに準じて行うこと。
なお、市町村立幼保連携型認定こども園に関する届出は、届出事由が生じる日の３０日前までに行うこと。

附　則

　この要領は、平成２６年１１月１１日から施行する。

　　　附　則

１　この要領は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平成二十四年法律第六十六号。以下「改正法」という。）の施行の日から施行する。ただし、次項の規定は、平成２７年１月２０日から施行する。

２　改正法附則第九条の規定により幼保連携型認定こども園の設置の届出若しくは設置の認可の申請又は幼保連携型認定こども園の園長の選任に係る届出をするときは、改正後の認定こども園の認定及び認可に関する規則第十一条又は第十六条の規定の例によってしなければならない。
附　則

　この要領は、令和元年７月３０日から施行する。
附　則
　この要領は、令和３年４月１５日から施行する。
　　　附　則
　この要領は、令和３年７月９日から施行する。
附　則
　この要領は、令和５年４月１９日から施行し、令和５年４月１日から適用する。
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